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第一 令和６年度税制改正の基本的考え方

（２）今後の個人所得課税のあり方

①   私的年金等に関する公平な税制のあり方

働き方やライフコースが多様化する中で、雇用の流動性や経済成長との整合性なども踏まえ、税制が老後の生活や資産形成
を左右しない仕組みとしていくことが、豊かな老後生活に向けた安定的な資産形成の助けとなると考えられる。

 例えば、退職金や私的年金の給付に係る課税について、給付が一時金払いか年金払いかによって税制上の取扱いが異なり、
給付のあり方に中立的ではないといった指摘がある。

 また、多様で柔軟な働き方が一層拡大する中、働き方に中立的な税制を構築していくことが重要であるが、退職所得課税につ
いては、勤続年数が20年を超えると一年あたりの控除額が増加する仕組みが転職などの増加に対応していないといった指摘も
ある。

 こうした観点から、令和３年度税制改正大綱では、私的年金等の拠出・給付段階の課税について、諸外国の例も参考に給与・
退職一時金・年金給付の間の税負担のバランスを踏まえた姿とする必要性について指摘した。

 私的年金や退職給付のあり方は、個人の生活設計にも密接に関係することなどを十分に踏まえながら、拠出・運用・給付の各
段階を通じた適正かつ公平な税負担を確保できる包括的な見直しが求められる。個人型確定拠出年金（iDeCo）の加入可能年齢
の70歳への引上げや拠出限度額の引上げについて、令和６年の公的年金の財政検証にあわせて、所要の法制上の措置を講ず
ることや結論を得るとされていることも踏まえつつ、老後に係る税制について、例えば各種私的年金の共通の非課税拠出枠や従
業員それぞれに私的年金等を管理する個人退職年金勘定を設けるといった議論も参考にしながら、あるべき方向性や全体像の
共有を深めながら、具体的な案の検討を進めていく。

第三 検討事項

１ 年金課税については、少子高齢化が進展し、年金受給者が増大する中で、世代間及び世代内の公平性の確保や、老後を保
障する公的年金、公的年金を補完する企業年金を始めとした各種年金制度間のバランス、貯蓄・投資商品に対する課税との関
連、給与課税等とのバランス等に留意するとともに、平成30年度税制改正の公的年金等控除の見直しの考え方や年金制度改革
の方向性、諸外国の例も踏まえつつ、拠出・運用・給付を通じて課税のあり方を総合的に検討する。

令和６年度税制改正大綱（令和５年12月14日）（抄）
自 由 民 主 党
公 明 党



（注）転職者とは、就業者のうち前職のある者で、過去１年間に離職を経験した者。
       転職者⽐率は、「転職者数÷就業者数×100」で算出。

（出所）総務省「労働⼒調査」
（出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

年齢階級別の平均勤続年数の推移
（勤続年数） （勤続年数）男性

勤続年数の国際比較（2021年）

○ 日本の勤続年数は、他国と比較して長いが、特に男性は近年低下傾向にある。また、転職者数及び転
職者比率はコロナ禍で落ち込みを見せたものの、再び増加傾向にある。

女性

（出所）JILPT「データブック国際労働比較2023」

年齢階層別転職者数・転職者比率の推移
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（注）確定給付企業年金制度、確定拠出年金制度等に基づき支払われる退職一時金等は、退職手当等とみなし、

退職所得として課税することとされている。

○他の所得と区分して次により分離課税

・（収入金額－退職所得控除額）×1/2（注）＝退職所得の金額

勤続年数20年まで １年につき40万円

勤続年数20年超 １年につき70万円

・退職所得の金額×税 率＝所得税額
課税所得金額 税 率

195万円以下
330万円以下
695万円以下
900万円以下

1,800万円以下
4,000万円以下
4,000万円超

5％
10％
20％
23％
33％
40％
45％

（例）勤続年数30年の場合
退職一時金 2,000万円

500万円×1/2

退職所得控除額 1,500万円

〔 40万円×20年 ＋ 70万円×(30年－20年) 〕

退職所得
金額
250万円

退 職 所 得 の 課 税 方 式

（注）勤続年数５年以下の法人役員等の退職金については、２分の１課税を適用しない。（平成24年度税制改正）

勤続年数５年以下の法人役員等以外の退職金についても、退職所得控除額を控除した残額のうち

300万円を超える部分については、２分の１課税を適用しない。（令和３年度税制改正）

所得税額
15.3万円

（備考）このほか、個人住民税が一律10％課される。
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モデル退職金の支給状況と退職所得控除額
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確定給付企業年金と確定拠出年金の受給の形態

○ 確定給付企業年金・確定拠出年金ともに、相当数が一時金受給を選択している。特に確定拠出
年金では、企業型・個人型ともに９割程度と、この傾向が顕著である。

○ これは、我が国では退職一時金制度が先行して普及・慣行化した経緯があること、受給者にとっ
ても退職時に多額の一時金を必要とするニーズがあること、年金と一時金に対する社会保障制度
や税制の違いがあること、確定拠出年金は個人の資産額が少額のケースが多いこと等、様々な要
因があると指摘されている。

＜新規受給者数ベースでみた老齢給付金における年金・一時金の選択状況＞

（出所） 確定給付企業年金は、厚生労働省「平成30年就労条件総合調査」の特別集計により作成
 確定拠出年金は、記録関連運営管理機関による調査（平成30年度）を基に作成

確定給付企業年金
確定拠出年金

企業型 個人型

年金 24％ ５％ 10％

年金と一時金（併給） ８％ １％ １％

一時金 68％ 94％ 89％

厚生労働省資料



公的年金等控除制度の概要
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企業年金・個人年金の拠出限度額

基礎年金

厚生年金保険

サラリーマンの妻等
（第３号被保険者）

自営業者等
（第１号被保険者）

被用者（サラリーマン）
（第２号被保険者）

企業型DC
拠出限度額

月額5.5万円

確定給付
企業年金

拠出限度額なし

＋
企業型DC
拠出限度額

月額5.5万円－確定
給付企業年金ごと
の掛金相当額

確定給付
企業年金

拠出限度額なし

（注） 事業主掛金（企業型ＤＣの事業主掛金額と確定給付企業年金ごとの掛金相当額）が月額3.5万円を超えると、iDeCoの拠出限度額が逓減。

iDeCo
拠出限度額

月額6.8万円

※国民年金基金
との合算枠

（重複加入可）
iDeCo

拠出限度額

月額２万円（注）
iDeCo

拠出限度額

月額2.3万円

iDeCo
拠出限度額

月額2.3万円

※個人型確定拠出年金（iDeCo）の拠出限度額は（令和６年12月～）
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×1/2

所得税額の計算のイメージ

給与収入

事業収入

配当収入

不動産収入
土地・株式等以外
の譲渡収入（長期）

一時の収入

公的年金等

上記以外の雑収入

退職金

山林収入

給与所得控除

必要経費

必要経費

負債利子

取得費等
収入を得るた
めに支出した
金額

公的年金等控除

必要経費

退職所得控除 ×1/2

必要経費 50万控除

50万控除

50万控除

5分5乗方式

累進税率（7段階）

累進税率（7段階） 税額

税額

税額

利子収入 税額

株式等
の譲渡収入 税額比例税率（15％）

比例税率（15％）

取得費等

特定公社債等
の利子収入 税額比例税率（15％）

土地等の譲渡収入 税額比例税率（30,15％）取得費等

税額

雑損控除
医療費控除

社会保険料控除
小規模企業共済
等掛金控除

生命保険料控除
地震保険料控除
寄附金控除
障害者控除
ひとり親控除
寡婦控除

勤労学生控除
配偶者控除

配偶者特別控除
扶養控除
基礎控除

※ 簡略化のため、主な収入を例示している。また、損益通算や繰越控除等の要素は省略している。
※ 小規模企業共済等掛金控除の対象には、小規模企業共済掛金、確定拠出年金に係る企業型年金加入者掛金（企業型DC）及び個人型年金加入者掛金（iDeCo）等を含む。

＜所得控除＞＜所得計算上の控除＞

合
計
所
得
金
額

比例税率（15％）
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